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令和６年度 令和５年度 比較増減 増減率

32,610,000 26,710,000 5,900,000 22.1

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 6,026,600 6,454,100 △ 427,500 △ 6.6

介 護 保 険 特 別 会 計 6,261,600 6,343,700 △ 82,100 △ 1.3

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 1,053,000 945,800 107,200 11.3

土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 106,800 114,000 △ 7,200 △ 6.3

特 別 会 計 小 計 13,448,000 13,857,600 △ 409,600 △ 3.0

水 道 事 業 会 計 3,140,849 2,866,980 273,869 9.6

下 水 道 事 業 会 計 3,958,781 3,820,990 137,791 3.6

公 営 企 業 会 計 小 計 7,099,630 6,687,970 411,660 6.2

53,157,630 47,255,570 5,902,060 12.5

　１． 会 計 別 当 初 予 算 額

（単位 ： 千円、％）　

会　　　　　計　　　　　名
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 ２． 予 算 規 模 の 推 移　（当初予算）

一般会計予算額 増減率 歳入歳出総額見込額 増減率 一般会計予算額 増減率

平成２６年度 23,660 0.3 833,607 1.8 958,823 3.5

平成２７年度 26,770 13.1 852,710 2.3 963,420 0.5

平成２８年度 25,610 △ 4.3 857,593 0.6 967,218 0.4

平成２９年度 24,940 △ 2.6 866,198 1.0 974,547 0.8

平成３０年度 24,920 △ 0.1 868,973 0.3 977,128 0.3

令和元年度 24,200 △ 2.9 895,930 3.1 1,014,571 3.8

令和２年度 24,890 2.9 907,397 1.3 1,026,580 1.2

令和３年度 27,320 9.8 898,060 △ 1.0 1,066,097 3.8

令和４年度 25,670 △ 6.0 905,918 0.9 1,075,964 0.9

令和５年度 26,710 4.1 920,350 1.6 1,143,812 6.3

令和６年度 32,610 22.1 936,388 1.7 1,125,717 △ 1.6

天理市　（百万円） 地方財政計画　（億円） 国　（億円）

180

220

260

300

340

26 27 28 29 30 元 2 3 4 5 6

天 理 市 一 般 会 計 予 算 額 の 推 移

256.7
267.1

236.6

267.7

256.1
249.4 249.2

242.0
248.9

（年度）

326.1

273.2
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当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減率
(A) (B) (A)－(B)

1 市　　　　 税 7,724,332 23.7 7,613,906 28.5 110,426 1.5

2 地方譲与税 180,736 0.6 165,589 0.6 15,147 9.1

3 利子割交付金 3,248 0.0 3,534 0.0 △ 286 △ 8.1

4 配当割交付金 83,265 0.3 96,069 0.4 △ 12,804 △ 13.3

5 株式等譲渡所得割交付金 87,152 0.3 61,776 0.2 25,376 41.1

6 法人事業税交付金 95,862 0.3 84,045 0.3 11,817 14.1

7 地方消費税交付金 1,433,219 4.4 1,564,588 5.9 △ 131,369 △ 8.4

8 ゴルフ場利用税交付金 50,934 0.2 58,769 0.2 △ 7,835 △ 13.3

9 環境性能割交付金 28,106 0.0 16,484 0.1 11,622 70.5

10 地方特例交付金 50,778 0.1 48,545 0.2 2,233 4.6

11 地方交付税 6,203,980 19.0 6,195,027 23.2 8,953 0.1

12 交通安全対策特別交付金 6,500 0.0 7,500 0.0 △ 1,000 △ 13.3

13 分担金及び負担金 142,980 0.4 176,192 0.7 △ 33,212 △ 18.8

14 使用料及び手数料 302,513 0.9 315,941 1.2 △ 13,428 △ 4.3

15 国庫支出金 4,169,438 12.8 3,906,034 14.6 263,404 6.7

16 県 支 出 金 2,144,465 6.6 2,086,630 7.8 57,835 2.8

17 財 産 収 入 57,182 0.2 57,070 0.2 112 0.2

18 寄　 附 　金 335,301 1.0 314,765 1.2 20,536 6.5

19 繰　 入 　金 1,356,577 4.2 661,410 2.5 695,167 105.1

20 繰　 越 　金 200,000 0.6 200,000 0.7 0 0.0

21 諸　 収 　入 869,771 2.7 857,160 3.2 12,611 1.5

22 市　　　   債 7,083,661 21.7 2,218,966 8.3 4,864,695 219.2

32,610,000 100.0 26,710,000 100.0 5,900,000 22.1

うち自主財源 ※１ 10,988,656 33.7 10,196,444 38.2 792,212 7.8

うち依存財源 ※２ 21,621,344 66.3 16,513,556 61.8 5,107,788 30.9

　※１　市税、分担金・負担金、使用料・手数料等、地方公共団体が自主的に収入しうる財源

　※2　国・県支出金、地方交付税、市債等

款

合　　　　　計

 ３． 一 般 会 計 歳 入 款 別 内 訳 表

（単位 ： 千円、％）　
令和６年度 令和５年度 比較増減
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令和６年度予算額   326億1,000万円　　(令和５年度予算額   267億1,000万円)

市税の内訳

区分
R6予算額

       （百万円）
増減率

（前年度比）

 市 民 税 3,054 4.9%
うち個人 2,645 1.8%

うち法人 409 30.3%
固定資産税 3,524 △ 1.2%
軽自動車税 206 0.5%
市たばこ税 422 2.8%
都市計画税 518 0.0%

市　　　税
地方交付税
国庫支出金
市　　　 債
県 支 出 金
地方消費税交付金
繰入金
寄  附  金
地方譲与税
そ の 他

百万単位の合計が歳入合計に一致するよう端数調整（地方消費税交付金）

〔主な歳入の状況〕
①市税

②地方交付税

③国庫支出金

④市債

⑤繰入金

　４．　一般会計歳入款別内訳　（グラフ）

前年度と比較してほぼ横ばいの9百万円(0.1％)の増加で推移している。

財政調整基金の繰入金の増加により、前年度と比較し6億95百万円(105.1％)の増加。

市民税については、個人・法人ともに増加したことにより、前年度当初予算より141百万円（4.9%)の増加。
他方、固定資産税については、評価替えの影響により、44百万円(1.2%)の減少を見込んでいる。市税全体
では、前年度と比較し1億10百万円(1.5%)の増加。

生活保護負担金等が減少する一方で、デジタル基盤改革支援補助金や児童手当負担金が増加してい
る。前年度と比較し2億63百万円（6.7％)増加している。

新クリーンセンター、(仮称)櫟本北こども園、(仮称)天理市清掃管理事務所にかかる整備事業債等が増加
したことにより、前年度と比較し48億65百万円(219.2％)の増加。

歳 入 合 計

248億9,000万円

※ ( )は構成比

歳 入 合 計

273億2,000万円

※ ( )は構成比

市 税

77億24百万円

（23.7％）

地方交付税

62億4百万円

（19.0％）

国庫支出金

41億69百万円

（12.8％）

市債

70億84百万円

（21.7％）

県支出金

21億44百万円

（6.6％）

地方消費税交付金

14億33百万円

（4.4％）

繰入金

13億57百万円

（4.2%）

寄 附 金

3億34百万円

（1.0％）

地方譲与税

1億81百万円

（0.6％）

そ の 他

19億80百万円

（6.0％）

歳 入 合 計

326億1,000万円

※ ( )は構成比
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当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減率
(A) (B) (A)－(B)

1   議　　 会　　 費 239,086 0.7 239,399 0.9 △ 313 △ 0.1

2   総　　 務　　 費 3,065,607 9.4 2,815,946 10.5 249,661 8.9

3   民　　 生　　 費 12,699,446 38.9 11,986,508 44.9 712,938 5.9

4   衛　　 生　　 費 8,332,267 25.6 3,394,979 12.7 4,937,288 145.4

5   労　　 働　　 費 49,771 0.2 44,557 0.2 5,214 11.7

6   農　　 林　　 費 375,115 1.1 378,683 1.4 △ 3,568 △ 0.9

7   商　　 工　　 費 162,268 0.5 213,012 0.8 △ 50,744 △ 23.8

8   土　　 木　　 費 2,114,850 6.5 2,132,697 8.0 △ 17,847 △ 0.8

9   消　　 防　　 費 913,079 2.8 829,289 3.1 83,790 10.1

10   教　　 育 　　費 2,335,528 7.2 2,156,416 8.1 179,112 8.3

11   災 害 復 旧 費 4,552 0.0 8,952 0.0 △ 4,400 △ 49.2

12   公　　 債 　　費 2,271,539 7.0 2,462,500 9.2 △ 190,961 △ 7.8

13   諸　支　出　金 16,892 0.0 17,062 0.1 △ 170 △ 1.0

14   予 　　備 　　費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

32,610,000 100.0 26,710,000 100.0 5,900,000 22.1

款

合　　　　　計

５． 一 般 会 計 歳 出 款 別 内 訳 表

（単位 ： 千円、％）　
令和６年度 令和５年度 比較増減
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令和６年度予算額　326億1,000万円　　(令和５年度予算額  267億1,000万円)

土　木　費

消　防　費

農　林　費

そ  の  他

百万単位の合計が歳出合計に一致するよう端数調整（公債費）

〔主な目的別歳出の状況〕
①民生費

②衛生費

③総務費

④教育費
教育費の予算額は23億36百万円で、前年度と比較し1億79百万円(8.3%)増加しており、歳出全体の7.2%を占めてい
る。内訳は、小学校費が4億3百万円、中学校費が2億3百万円、幼稚園費が4億97百万円、保健体育費（学校給食
費）が4億31百万円等となっている。

　【主な増減】各小中学校改修工事費に係る増加

　６．　一般会計歳出款別内訳　（グラフ）

【主な増減】(仮称)櫟本北こども園建設工事費の増加、児童手当の増加、生活保護扶助事業の減少

【主な増減】（仮称）天理市清掃管理事務所等建設工事費、山辺・県北西部広域環境衛生組合分担金の増加、山
辺広域一般廃棄物第２最終処分地閉鎖工事費の皆減

【主な増減】マイナンバーカード交付事業の減少、標準化システムへの移行に係る業務委託料の皆増

民生費の予算額は126億99百万円で、前年度と比べ7億13百万円(5.9％)増加しており、歳出全体の38.9％を占めて
いる。内訳は、社会福祉費(障害者福祉、老人福祉等)が54億22百万円、児童福祉費が61億52百万円、生活保護費
が11億25百万円等となっている。

衛生費の予算額は83億32百万円で、前年度と比較し49億37百万円(145.4%)増加しており、歳出全体の25.6%を占め
ている。内訳は、保健衛生費が6億45百万円、清掃費が76億87百万円となっている。

総務費の予算額は30億66百万円で、前年度と比較し2億50百万円(8.9%)増加しており、歳出全体の9.4%を占めてい
る。内訳は、総務管理費が25億78百万円、徴税費が2億25百万円、戸籍住民基本台帳費が2億5百万円等となって
いる。

民 生 費

126億99百万円

（38.9％）

公 債 費

22億72百万円

（7.0％）

教 育 費

23億36百万円

（7.2％）

衛 生 費

83億32百万円

（25.6％）

総 務 費

30億66百万円

（9.4％）

土 木 費

21億15百万円

（6.5％）

消 防 費

9億13百万円

（2.8％）

農 林 費

3億75百万円

（1.1％）

そ の 他

5億2百万円

（1.5％）

歳 出 合 計

326億1,000万円

※ ( )は構成比
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当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減率
(A) (B) (A)－(B)

合　　　　　計 32,610,000 100.0 26,710,000 100.0 5,900,000 22.1

　貸　 付　 金 4,101 0.0 4,617 0.0 △ 516 △ 11.2

　繰　 出　 金 2,526,779 7.7 2,546,185 9.4 △ 19,406 △ 0.8

　予　 備　 費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

　積　 立　 金 156,014 0.5 151,612 0.7 4,402 2.9

　投資及び出資金 0 0.0 0 0.0 0 - 

　維持補修費 19,251 0.0 17,905 0.1 1,346 7.5

　補 助 費 等 9,160,786 28.1 4,201,989 15.7 4,958,797 118.0

　その他の経費 16,383,280 50.2 11,130,156 41.7 5,253,124 47.2

　物　 件　 費 4,486,349 13.8 4,177,848 15.6 308,501 7.4

　普通建設事業費 1,636,020 5.0 1,257,735 4.7 378,285 30.1

　災害復旧事業費 4,400 0.0 8,800 0.0 △ 4,400 △ 50.0

　公　 債 　費 2,271,887 7.0 2,462,954 9.2 △ 191,067 △ 7.8

　投 資 的 経 費 1,640,420 5.0 1,266,535 4.7 373,885 29.5

　人　 件　 費 5,562,427 17.1 5,225,207 19.6 337,220 6.5

　扶　 助 　費 6,751,986 20.7 6,625,148 24.8 126,838 1.9

　７． 一 般 会 計 歳 出 性 質 別 内 訳 表

（単位 ： 千円、％）　
令和６年度 令和５年度 比較増減

区　　　　　分

　義 務 的 経 費 14,586,300 44.8 14,313,309 53.6 272,991 1.9
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　　令和６年度予算額   326億1,000万円　　　(令和５年度予算額   267億1,000万円)

〔主な性質別歳出の状況〕

③その他の経費
　その他の経費の予算額は163億83百万円で、前年度と比べ52億53百万円(47.2%)の増加。
　そのうち補助費等は91億61百万円で、山辺・県北西部広域環境衛生組合分担金が49億24百万円増加する等により、前
年度と比べ49億59百万円(118.0％）の増加。
　物件費は44億86百万円で、標準化システムへの移行に係る経費等により、前年度と比べ3億8百万円（7.4％）の増加。
　繰出金は25億27百万円で、国民健康保険特別会計繰出金等の減少により、前年度と比べ19百万円(0.8％)の減少。
　

①義務的経費
　義務的経費の予算額は145億86百万円で、前年度と比べ2億73百万円(1.9％)の増加。
　内訳は、扶助費は67億52百万円となっており、児童手当の増加等により、前年度と比べ1億27百万円(1.9％)の増加。
　人件費は55億62百万円となっており、人事院勧告に合わせたベースアップの影響等により前年度と比べ3億37百万円
(6.5％)の増加。
　公債費は22億72百万円となっており、前年度と比べ1億91百万円(7.8％)の減少。

②投資的経費
　投資的経費の予算額は16億41百万円で、前年度と比べ3億74百万円(29.5％)の増加。
　普通建設事業費では、(仮称)櫟本北こども園建設工事費や（仮称）天理市清掃管理事務所等建設工事費の増加によ
り、前年度と比べ3億78百万円(30.1％)の増加。

　８．　一般会計歳出性質別内訳　（グラフ）

義務的経費

145億86百万円

44.8%

投資的経費

16億41百万円

5.0%

その他の経費

163億83百万円

50.2%
人 件 費

55億62百万円

(17.1%)

扶 助 費

67億52百万円

(20.7%)

公 債 費

22億72百万円

(7.0%)

普通建設事業費

16億36百万円

(5.0%)

災害復旧事業費

5百万円

(0.0%)

物 件 費

44億86百万円

(13.8%)

予備費

30百万円

(0.1%)

補助費等

91億61百万円

(28.1%)

積立金

1億56百万円

(0.5%)

維持補修費

19百万円

(0.0%)繰出金

25億27百万円

(7.7%)
貸付金

4百万円

(0.0%)

※( )は構成比
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当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減率
(A) (B) (A)－(B)

1  報　　　　　　 酬 719,857 2.2 473,806 1.8 246,051 51.9

2  給　　　　　　 料 2,265,798 6.9 2,457,495 9.2 △ 191,697 △ 7.8

3  職 員 手 当 等 1,733,068 5.3 1,490,686 5.6 242,382 16.3

4  共   　済　   費 869,896 2.7 829,222 3.1 40,674 4.9

5  災 害 補 償 費 650 0.0 650 0.0 0 0.0

7  報   　償 　　費 38,577 0.1 41,273 0.2 △ 2,696 △ 6.5

8  旅　　　　　　 費 30,046 0.1 20,735 0.1 9,311 44.9

9  交　　 際 　　費 1,020 0.0 1,120 0.0 △ 100 △ 8.9

10  需　　 用 　　費 1,117,182 3.4 1,264,977 4.7 △ 147,795 △ 11.7

　 消 耗 品 費 186,386 0.6 168,297 0.6 18,089 10.7

　 燃　 料 　費 32,125 0.1 33,671 0.1 △ 1,546 △ 4.6

　 食　 糧 　費 420 0.0 593 0.0 △ 173 △ 29.2

　 印刷製本費 42,123 0.1 40,655 0.2 1,468 3.6

　 光 熱 水 費 397,866 1.2 456,391 1.7 △ 58,525 △ 12.8

　 修　 繕 　料 144,416 0.4 230,319 0.9 △ 85,903 △ 37.3

　 賄 材 料 費 311,105 1.0 332,789 1.2 △ 21,684 △ 6.5

　 飼　 料 　費 120 0.0 120 0.0 0 0.0

　 医薬材料費 2,621 0.0 2,142 0.0 479 22.4

11  役　　 務 　　費 252,828 0.8 233,083 0.9 19,745 8.5

12  委　　 託 　　料 2,738,859 8.4 2,388,300 8.9 350,559 14.7

13  使用料及び賃借料 317,064 1.0 319,635 1.2 △ 2,571 △ 0.8

14  工 事 請 負 費 1,492,268 4.6 1,140,091 4.3 352,177 30.9

15  原  材  料  費 9,438 0.0 8,000 0.0 1,438 18.0

16  公有財産購入費 9,640 0.0 0 0.0 9,640 100.0

17  備 品 購 入 費 124,057 0.4 31,227 0.1 92,830 297.3

18  負担金、補助及び交付金 9,610,695 29.5 4,654,415 17.4 4,956,280 106.5

19  扶　　 助 　　費 5,670,961 17.4 5,504,068 20.6 166,893 3.0

20  貸　　 付 　　金 4,101 0.0 4,617 0.0 △ 516 △ 11.2

21  補償、補填及び賠償金 18,080 0.0 23,378 0.1 △ 5,298 △ 22.7

22  償還金、利子及び割引料 2,304,530 7.1 2,490,523 9.3 △ 185,993 △ 7.5

24  積　　 立 　　金 156,014 0.5 151,612 0.6 4,402 2.9

26  公　　 課　　 費 2,058 0.0 2,281 0.0 △ 223 △ 9.8

27  繰　　 出　　 金 3,093,313 9.5 3,148,806 11.8 △ 55,493 △ 1.8

30  予　　 備　　 費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

32,610,000 100.0 26,710,000 100.0 5,900,000 22.1

区　　　　　分

合　　　　　計

内
　
　
　
　
訳

　９． 一 般 会 計 歳 出 節 別 内 訳 表

（単位 ： 千円、％）　
令和６年度 令和５年度 比較増減
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（歳入）
・地方消費税交付金（社会保障財源化分） 7.23億円

（歳出）
・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 110.79億円
　（引上げ分の地方消費税交付金充当事業費）

（単位 ： 千円）　

国（県）支出金 市債 その他
地方消費税
交付金（社会
保障財源化

その他

障害者福祉事業 2,101,518 1,532,971 0 1,446 81,954 485,147

児童福祉事業 5,953,770 2,582,059 758,100 174,484 352,488 2,086,639

生活保護扶助事業 1,059,300 792,125 0 19,800 35,750 211,625

小　　　計 9,114,588 4,907,155 758,100 195,730 470,192 2,783,411

介護保険特別会計繰出 927,785 68,617 0 0 124,162 735,006

小　　　計 927,785 68,617 0 0 124,162 735,006

心身障害者医療費助成事業 75,471 28,401 0 6,312 5,890 34,868

後期高齢者医療事業 763,137 18,270 0 1,680 107,400 635,787

子ども医療費助成事業 198,031 93,610 0 900 14,960 88,561

小　　　計 1,036,639 140,281 0 8,892 128,250 759,216

11,079,012 5,116,053 758,100 204,622 722,604 4,277,633

（注）１　「地方消費税交付金（社会保障財源化分）の金額は、令和６年度中に人口按分により県から交付を受ける
額に相当する金額である。

２　社会保障４経費とは、消費税法（昭63法108）第１条第２項に規定する「制度として確立された年金、医療及
び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する経費」をいう。

３　引上げ分の地方消費税交付金は、社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費に充てるものとされ
ている。

合　　　計

事　業　名 経費

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

 １０．　税率引上げ分に係る地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる
　　　　 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

財源内訳

特定財源 一般財源
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１１．　令和６年度予算のポイント

1 　予算規模

2 　基本姿勢と重点項目

《令和６年度市政運営の五つの柱》

Ⅰ　地域と共に、一人ひとりの豊かな未来を育む「教育・子育て」の充実

Ⅱ　誰もが地域で安心して健やかに暮らせる「福祉」の充実

Ⅲ　市民の命と暮らしを守る「安全・安心」のまちづくりの実現

Ⅳ　人口減少社会に適応した持続可能な「行政サービス」の実現

Ⅴ　活力ある地域社会に向けた「賑わい」の創造

一 般 会 計　３２，６１０百万円　（ 対前年度比　５，９００百万円、２２．１％増 ）
特 別 会 計　１３，４４８百万円　（ 対前年度比　　△４１０百万円、　３．０％減 ）
公営企業会計　 ７，１００百万円　（ 対前年度比　　　４１２百万円、　６．２％増 ）
予 算 総 額　５３，１５８百万円　（ 対前年度比　５，９０２百万円、１２．５％増 ）

　新型コロナウイルスが５類へ移行したのも束の間、ウクライナ危機・中東情勢・物価高騰など世界情
勢はいまだ混迷を極めております。また、今年１月１日には能登半島にて最大震度７の地震が発生
し、多くの方が犠牲となりました。加えて、人手不足や人口減少等の問題も山積しております。このよ
うな状況に鑑みると、地域社会はいまだ厳しい状況下にあると言わざるを得ません。
　このような中、天理市では、将来を見据えた持続可能な行財政運営を常に念頭に置きながら、「天
理市第６次総合計画」に定める将来像の実現に向けた取組を推進し、超少子高齢化・人口減少社
会に向けて誰もが暮らしやすい、共に支え合える地域社会の構築を目指します。
  具体的には、令和６年度は、「みんなの学校プロジェクト」の推進により小学校と地域コミュニティと
の結びつきをより強固なものにすること、子育て応援・相談センター「ほっとステーション」を開設する
こと、AIデマンドバスを設置して高齢の方も安心して移動できる交通網を構築すること、デジタル地
域通貨「イチカ」を活用して地域経済を再び活性化することなど、コロナ禍により失われた地域コミュ
ニティを再生し、支え合いのまちづくりに取り組みます。
　また、「こども未来戦略方針」などの国の施策・方針と足並みをそろえながら、保育料の第２子の無
償化、こども医療費助成の拡充、児童手当の拡充、子ども家庭センターの開設など、より子どもや子
育て世代にとって生活しやすい環境づくりに励みます。
　その他、安全・安心・暮らしを守るため、「教育・子育て」、「福祉」、「安全・安心」など以下の５つの
柱を中心とした取組みを推進していきます。
　令和６年は、当市が昭和29年４月１日に発足して以来、70周年を迎える記念の年です。10年経っ
ても、50年経っても「オール天理」で市民・民間事業者・行政、すべての人々が手を取り合い「共に支
えあうまち天理」であるよう日々邁進してまいります。
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１２．組織の整備

1 　機構及び組織見直しの趣旨と概要

・「こども家庭センター」の設置（健康・こども家庭局）

　
・係の統合（議会事務局）

・係の統合（教育委員会）

・「子育て応援・相談センター（愛称：ほっとステーション）」の設置（教育委員会等）

児童及び妊産婦の福祉に関する包括的な支援を行うため、健康福祉部 健康・こども
家庭局内に「こども家庭センター」を設置する。

組織の効率化のため、議会事務局の「秘書係」と「総務係」を統合し、「総務係」とす
る。

組織の効率化のため、教育委員会事務局の教育総務課「庶務係」とまなび推進課
「学務係」を統合し、教育総務課「総務係」とする。

保育所、学校等における保護者からのあらゆる相談を受け付け、子どもに係る諸問
題を解決に導くとともに、教職員等の働き方改革を推進するため、「子育て応援・相
談センター（愛称：ほっとステーション）」を設置する。
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 １３．　建 設 事 業 の 概 要　（一般会計）

【新規】は新規事業、【拡充】は拡充事業を表しています。

R6予算額 R5予算額

千円 千円

　［　総　務　費　］

・ 交通安全施設整備工事 10,000 24,500

　［　民　生　費　］

・ 認定こども園施設整備事業 830,396 416,800

(仮称)櫟本北こども園建設事業

　［　衛　生　費　］

・ 塵芥処理事業 1,790 17,984

塵芥処理自動車購入事業

・ 広域塵芥処理施設整備事業 570,575 423,395

（仮称）天理市清掃管理事務所等建設工事

・ ごみ処理広域化の促進 5,990,560 1,066,633

山辺・県北西部広域環境衛生組合整備負担金

・ 循環型社会形成推進地域計画変更事業 7,788 0

循環型社会形成推進地域計画変更等業務委託【新規】

　［　農　林　費　］

・ 基盤整備促進事業 6,936 7,048

井堰ポンプ修理  吉田、岩室　他

道路修繕工事（舗装）　農道白川和爾線

・ 市単独土地改良事業 22,964 23,420

道路修繕工事　農道笠仁興線　他

・ 諸土地改良事業 11,171 18,328

ため池防災対策事業　劣化状況評価業務委託　他

・ 農村基盤総合整備事業 51,067 51,769

多面的機能支払交付金事業　他

・ 市単独林道事業

道路修繕工事　林道藤井線　他 1,749 1,800

　［　土　木　費　］

・ 道路修繕事業 81,000 85,040

道路修繕工事　横田南六条線　他

橋梁長寿命化修繕工事　布目橋　   他

区　　　　　　　　分
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R6予算額 R5予算額

千円 千円

区　　　　　　　　分

・ 道路新設改良事業 31,310 10,953

道路改良工事　平等坊線

・ 河川改修事業 12,667 51,960

河川修繕工事　合場川　他

・ 都市計画街路事業 70,347 54,741

道路改良工事　別所丹波市線　

・ 都市計画公園事業 10,884 13,230

公園施設改修工事　

　［　消　防　費　］

・ 災害対策事業

トイレトレーラー導入事業【新規】 27,962 0

　［　教　育　費　］

・ 小学校整備事業

     各小学校改修事業 13,981 11,012

うち、小学校整備発注支援事業【新規】 8,030 0

・ 中学校整備事業 34,056 24,717

西中学校改修事業

・ 文化財保護事業 21,672 18,894

埋蔵文化財発掘調査受託事業

　［　災 害 復 旧 費　］

・ 農地・農業用施設災害復旧事業 1,520 1,520

・ 道路及び河川災害復旧事業 3,032 7,432
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　１４．　建設事業を除く主要事業の概要　（一般会計）

【新規】は新規事業、【拡充】は拡充事業を表しています。

R6予算額 R5予算額

千円 千円

　［　議　会　費　］

・ 議会広報

議会広報紙「てんり市議会だより(声のてんり市議会だよりを含む）」 2,221 2,902

の発行（年４回）

市議会ホームページの配信 3,078 3,078

会議録検索システム、本会議ライブ・録画・手話通訳映像　他

　［　総　務　費　］

・ 職員採用

SCOA（総合適性検査）試験の実施 1,488 1,488

・ 広報

広報紙「町から町へ」の発行 （年12回） 15,001 15,282

・ 庁舎管理事業、文化センター管理事業、市民会館管理事業

ＥＳＣＯ事業 36,854 36,854

・ 企画関係

未収金対策支援事業 100 350

ファシリティマネジメント事業 802 780

地域総活躍まちづくり提案事業 400 600

旧福住中学校利活用事業 3,392 3,331

大和高原「福住村」プロジェクト負担金事業 9,500 9,900

移住促進事業 250 250

地域内外交流促進事業 1,000 1,000

映画地域活性化事業 500 500

地域通貨活用促進事業 42,708 48,870

天理市制70周年記念事業【新規】 644 0

・ 情報処理事業

システム標準化事業【新規】 184,382 0

ガバメントクラウド接続事業【新規】 15,491 0

・ デジタル市役所推進事業

スマート自治体推進事業 19,711 22,113

RPA、AI-OCR、オンライン申請、文書管理システム　他

地方創生デジタル専門人材派遣事業 5,600 8,000

区　　　　　　　　分
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R6予算額 R5予算額

千円 千円

区　　　　　　　　分

・ 自治振興

多世代活躍・関係人口創出事業 1,800 1,800

校区区長会運営交付金 20,489 20,719

・ 市民活動交流プラザ

市民活動交流プラザ運営管理事業 5,899 6,122

・ 消費生活相談

消費生活相談の実施 5,459 5,567

・ 地域公共交通活性化事業

地域公共交通活性化協議会負担金 66,878 59,802

うち、チョイソコてんり運行事業【新規】 66,765 0

乗合バス路線維持事業 8,614 10,098

・ 交通安全対策

駅前自転車駐車場管理運営事業 （ＪＲ・近鉄駅前　５ヵ所） 3,920 4,205

天理駅前地下自転車等駐車場管理運営事業 49,306 50,549

駐車台数 ： 自転車　2,119台、原動機付自転車　288台

・ 防犯対策

防犯灯LED化事業 16,136 16,136

防犯電話購入費補助事業 300 300

防犯カメラ設置補助 900 900

・ 女性活躍推進事業 788 600

うち、『生理の貧困』支援事業【新規】 167 0

・ 地籍調査事業 22,294 21,794

・ 文化振興事業

芸術・文化振興イベントの開催 6,611 4,724

パフォーマンスフェスティバル、芸能大会、市展・芸術展、山の辺文化会議、天理第九合唱団

You&Iロビーコンサート、天理シティーオーケストラ、ワールドフェスティバル

CoFuFun FES.【新規】

芸術人材育成・誘致促進事業 750 1,500

・ スポーツ振興事業

市民体育大会の開催、県民体育大会選手派遣等 5,587 5,983

各種スポーツ大会、スポーツ教室等の開催 905 861

奈良マラソン開催負担金 3,015 3,015

天理アスリート応援プロジェクト 545 544

天理市スポーツツーリズム推進事業 3,000 3,000

プロスポーツ地域貢献事業 1,000 2,250

・ 賦課事業

住民税システム等改修 7,320 4,125
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R6予算額 R5予算額

千円 千円

区　　　　　　　　分

・ 戸籍住民基本台帳事業

マイナンバーカード交付推進事業 11,454 59,918

窓口証明書発行業務におけるコンビニ交付サービス活用事業【新規】 6,870 0

キオスク端末の刷新

・ 統計調査事業

各種統計調査　　 1,554 3,863

　［　民　生　費　］

・ 社会福祉

民生児童委員活動費負担金 （６地区、152名） 14,453 14,453

少子化・孤独・孤立等対策応援事業 3,500 3,500

福祉医療費貸付金制度の実施 3,600 4,116

・ 障害者福祉

地域活動支援センター（精神）運営事業 12,000 12,000

福祉タクシー料金助成費 4,020 4,503

特別障害者手当等給付費 42,744 42,687

障害者自立支援給付費

障害者介護・訓練等給付費 1,820,084 1,727,084

義肢、車椅子、補聴器等補装具給付費 22,000 17,500

腎臓透析、心臓手術等更生医療給付費 81,690 91,740

地域生活支援事業 100,435 98,461

日常生活用具給付、移動支援、社会参加促進　他

心身障害者医療費助成 74,040 74,580

療養教室運営事業(杉の子学級) 4,500 5,494

障害者ふれあいセンター運営事業 17,122 18,652

・ 高齢者福祉

地域支え合い事業 1,802 1,830

緊急通報装置の設置及びお元気コール実施事業

訪問理美容サービス事業

寝具洗濯乾燥消毒サービス事業

軽度生活援助事業

老人クラブ活動助成 5,960 6,053

ふるさと園運営事業 135,373 139,491

ＥＳＣＯ事業 9,999 9,999

重度心身障害老人等医療費助成 49,020 51,668

・ コミュニティセンター

デイサービス事業 831 831

- 17 -



R6予算額 R5予算額

千円 千円

区　　　　　　　　分

・ 人権啓発活動

人権啓発強調期間等における各種取組の実施 147 203

人権学習会（校区単位）の実施 495 585

人権フェスティバルの開催 500 500

犯罪被害者等支援事業 923 925

・ 児童福祉

地域子育て支援拠点事業補助 （４ヵ所） 42,081 42,375

子どもの居場所支援事業【新規】 10,210 0

私立保育所等運営費助成 113,014 90,000

保育所従事職員給与改善費【拡充】

私立保育所等運営費補助金 （10ヵ所）

心身障害児保育実施事業補助金 （４ヵ所）

開所時間・延長保育促進事業補助金 （９ヵ所）

病児・病後児保育事業（３ヵ所）

子育て支援事業 6,489 10,945

すこやかホールの運営、保育サポーター養成講座の実施　他

第３期天理市子ども・子育て支援事業計画策定事業【新規】

こども家庭センター運営事業【新規】 401 0

放課後児童健全育成事業の充実 （学童保育の実施　他）【拡充】 166,944 141,236

学童保育施設の整備(福住学童保育所)【新規】 1,454 0

子ども医療費助成【拡充】 182,499 162,828

障害児施設通所事業 492,660 431,309

児童手当の支給【拡充】 1,226,800 1,040,100

子どものための教育・保育給付事業 1,046,620 1,087,927

うち、第２子の無償化【新規】 10,127 0

児童措置費 12,240 11,840

・ 母子福祉・母子保健

母子家庭自立支援給付事業 10,460 6,330

児童扶養手当の支給 266,914 314,378

ひとり親家庭等医療費助成　 34,824 35,241

妊婦一般健康診査費用助成（HTLV・性感染症検査　他） 42,575 44,575

乳幼児健康診査の実施 10,154 7,741

新生児聴覚検査委託 1,255 1,336

不妊治療費助成 1,500 1,500

産婦人科一次救急医療体制緊急整備事業 2,194 2,077

出産・子育て応援交付金事業 48,239 22,772

子育てコンシェルジュ事業 4,741 4,657

産前・産後サポーター事業【拡充】 819 448

産後ケア事業【拡充】 4,343 2,030

未熟児養育事業（養育医療給付） 5,983 6,404

・ 生活保護

生活保護扶助事業 1,059,300 1,191,400
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R6予算額 R5予算額

千円 千円

区　　　　　　　　分

　［　衛　生　費　］

・ 精神障害者福祉

精神障害者医療費助成費 43,200 39,720

・ 予防接種、感染症予防事業の実施 226,845 191,229

麻疹・風疹、二種・四種・五種混合、B型肝炎、日本脳炎、BCG、

肺炎球菌、ヒブ、水痘、ロタウイルス、子宮頸がんワクチン

高齢者インフルエンザ・コロナウイルス等予防接種

結核検診、感染症予防事業　

・ 健康増進

特定健診、肝炎検診、各種がん検診等の実施及びがん受診率向上対策 39,534 40,392

健康づくり計画策定業務 5,235 2,266

健康ポイント事業 572 0

アピアランスケア購入費用助成事業【新規】 200 0

・ メディカルセンター管理事業 1,143 1,218

・ 休日応急診療事業の実施　　 21,876 21,671

診療科目 ： 内科・小児科

診 療 日  ： 日曜日、休日、12月30日～１月３日

時      間 ： 午前10時～午後４時

・ 環境保全等

環境調査(自動車騒音測定及び面的評価) 843 1,078

特定外来生物防除事業 1,403 800

犬の登録、狂犬病予防対策 736 770

火葬場管理運営事業 85,288 80,343

環境基本計画及び地球温暖化対策実行計画策定事業 3,283 2,809

・ ごみ減量化・再資源化の推進

資源ごみ再資源化経費 29,356 31,661

リサイクル対策補助金（集団資源回収助成） 1,760 1,880

・ 大気汚染防止対策・ダイオキシン対策

ごみ分析、排ガス測定 1,932 1,932

ダイオキシン類調査分析 （焼却場周辺、最終処分場） 2,766 2,581

・ 最終処分地対策

大阪湾広域廃棄物埋立処分場整備事業 1,616 2,122

・ ごみ処理広域化の促進

ごみ持ち込み予約システム導入事業【新規】 12,378 0

山辺・県北西部広域環境衛生組合事業 89,223 106,632
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R6予算額 R5予算額

千円 千円

区　　　　　　　　分

　［　労　働　費　］

・ 高年齢者雇用安定対策

シルバー人材センター活動補助金 14,500 14,500

・ 産業振興

産業振興館運営事業 6,140 8,351

テレワークセンター利用促進事業 300 300

・ 移住支援事業【拡充】 3,000 1,000

　［　農　林　費　］

・ 農業振興

水田農業構造改革対策費補助金 2,220 2,220

転作等助成、特産物推進助成　他

特産作物生産振興費補助金 994 994

苺優良親苗増殖圃管理運営事業補助金　他

集落営農活性化プロジェクト促進事業 3,150 1,750

鳥獣被害防止総合対策事業補助金 3,426 3,426

中山間地域等直接支払対策（上仁興町、下仁興町、福住町上入田） 3,288 3,285

農地利用効率化等支援対策 7,524 13,542

経営所得安定対策推進事業 4,609 4,841

農業次世代人材投資事業補助金 6,750 10,125

新規就農者育成総合対策 31,500 43,500

機構集積協力支援対策 6,404 6,404

有機栽培支援事業【拡充】 8,000 2,000

特産品開発事業補助金 250 200

地域経済活性化事業補助金（おてつたび） 1,401 1,553

産・官・学連携人材育成事業【新規】 4,000 0

天理大学×(株)モンベルと連携した地域の「農業」に貢献できる人材育成

産業・農業の振興事業【新規】 3,300 0

天理大学×(株)モンベルと連携した産業・農業の振興

・ 林業振興

森林施業アドバイザー事業 1,133 1,257

施業放置林整備事業 9,200 8,000

森林組合活動補助金 2,600 2,600

ならの木づかい推進事業補助金 1,000 1,000
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R6予算額 R5予算額

千円 千円

区　　　　　　　　分

　［　商　工　費　］

・ 商工業振興

光の祭典開催事業 2,000 2,200

中小企業金融対策 8,962 9,875

融資枠２億円、融資保証料補給、利下げ補給

事業所設置奨励金 54,590 99,660

インキュベーション事業補助金 266 200

創業、起業等相談会事業 600 800

・ 観光振興

柳本駅舎管理事業 3,664 3,664

観光パンフレットの発行　等 3,137 462

産・官・学連携人材育成事業【新規】 7,000 0

天理大学×(株)モンベルと連携した地域の「観光」に貢献できる人材育成

　［　土　木　費　］

・ 橋梁調査

橋梁長寿命化修繕計画策定事業 20,834 0

橋梁定期点検調査事業 4,510 54,000

・ 都市計画

宅地耐震化推進事業 13,695 0

・ 住宅支援

既存木造住宅耐震診断への助成 400 400

既存木造住宅耐震改修への助成 1,000 1,000

　［　消　防　費　］

・ 災害対策

防災用資機材、備蓄物資の購入 2,626 592

県消防防災ヘリコプター運航経費負担金 3,690 3,820

自主防災組織補助 225 243

防災士育成研修補助 96 119

Jアラート受信機用CSアンテナ設置・配線事業【新規】 1,595 0

地域情報共有化システム整備事業【新規】 37,582 0

非常備消防事業 44,878 43,988

消防施設事業 1,003 1,003
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R6予算額 R5予算額

千円 千円

区　　　　　　　　分

　［　教　育　費　］

・ 学校教育の振興

学校評議員設置事業（幼稚園） 378 378

魅力ある学校・園推進事業 1,010 1,010

スクールサポート活用事業 18,822 17,626

教員業務支援員（スクール・サポート・スタッフ）配置促進事業 15,750 14,731

幼稚園預かり保育支援事業 1,662 1,662

保育サポート教員の配置（幼稚園） 28,416 26,198

子ども・子育て支援補助金【新規】 2,794 0

私立幼稚園での一時預かりに対する補助

給食調理業務の委託 175,161 164,843

南・北・西の各中学校、朝和・櫟本・柳本・丹波市・前栽・山の辺

井戸堂・二階堂の各小学校

学校給食運営事業（給食材料費等） 250,380 256,066

特別支援教育支援員の配置（小中学校） 17,186 15,643

いじめ防止対策推進事業 264 264

ロイロノート・スクール活用事業 3,970 3,952

学力向上推進事業 878 1,291

スクールカウンセラー巡回相談事業 4,060 4,060

スクールソーシャルワーカー巡回派遣事業 840 840

スクールバス運行事業 10,703 8,800

部活動指導員配置促進事業 2,992 2,934

アーティスト育成「共創」プログラム事業 500 500

部活動総括コーディネーター配置事業 521 1,293

子育て応援・相談センター～ほっとステーション～運営事業【新規】 14,407 0

みんなの学校プロジェクト推進に向けたセキュリティ向上事業【新規】 18,810 0

・ 児童・生徒就学援助

幼稚園教育無償化事業 77,038 77,653

小・中学校要保護・準要保護児童・生徒就学援助費 59,788 59,997

小・中学校特別支援教育就学奨励費 9,710 10,540

小・中学校遠距離通学費補助 1,859 1,163

通学バス等補助 769 692

・ 国際化に対応する教育

小・中学校ALT （英語指導助手）招致事業 6,869 3,030

グローバル人材育成事業【新規】 5,000 0

・ 地域とともにある学校づくり推進事業

学校・地域パートナーシップ事業 5,054 5,054

コミュニティ・スクール運営事業 794 794
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R6予算額 R5予算額

千円 千円

区　　　　　　　　分

・ 文化財保存

史跡西乗鞍古墳管理事業 1,126 1,114

市内埋蔵文化財等発掘調査事業 14,038 13,299

市指定無形民俗文化財伝承補助 234 234

「大和郷しで踊り」 「山田町虫送り」 「新泉町野神祭り」｢福住町別所さる祭り」

県指定無形民俗文化財伝承補助 120 0
「大和神社ちゃんちゃん祭り」

なら歴史芸術文化村活用事業 1,732 2,724
勾玉づくりなどのワークショップの開催

・ 公民館

　　公民館運営管理事業 39,467 36,584

うち、「みんなの学校プロジェクト」の一環として 3,710 3,170

小学校と連携した文化教室の開催　等

・ 図書館

図書等の充実事業 8,188 9,856

読書推進関連事業 201 390

・ 教育総合センター

教職員研修・講座等の開催 217 250

適応指導教室の充実（不登校児童生徒への対応） 4,911 4,865

ゆうフレンド派遣事業 （不登校児童生徒への対応） 864 864

特別支援教育相談の実施・充実 457 522

子ども・若者支援事業（ニート・ひきこもりへの対応） 2,742 2,340
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 １５．　特 別 会 計 の 概 要

【新規】は新規事業、【拡充】は拡充事業を表しています。

R6予算額 R5予算額

千円 千円

　［　国民健康保険特別会計　］

○ 国民健康保険　　　

一般被保険者                13,500人、 8,500世帯

介護被保険者（第２号）       4,300人

1 総務費

・賦課徴収費 11,172 10,665
保険料賦課徴収事務に係る電算処理委託　他

2 保険給付費

・ 療養給付費 3,587,466 3,697,322
・ 療養費 43,771 43,739
・ 審査支払手数料 11,151 11,204
・ 高額療養費 536,909 562,825
・ 高額介護合算療養費 500 500
・ 移送費 100 100
・ 出産育児一時金　　　　　　　　＠ 500,000円 36,000 36,000
・ 葬祭費　　　　　　　　　　　　　　＠   30,000円 2,520 2,520
・ 傷病手当金 100 2,500

3 国民健康保険事業費納付金

・ 医療給付費分 1,030,202 1,219,849
・ 後期高齢者支援金等分 418,169 503,512
・ 介護納付金分 160,295 179,235

4 保健事業費

・ 特定健康診査等事業費 52,430 52,214
・ 被保険者の検診の受診促進 14,936 10,371

歯周疾患検診、人間ドック、脳ドック受診助成

　［　介護保険特別会計　］

○ 介護保険　　

第１号被保険者　　   　　16,672人

1 介護認定審査会費

・ 介護認定審査会の運営 9,094 9,054
・ 認定調査等 31,264 31,360

2 保険給付費

・ 介護サービス等諸費（施設介護サービス給付等） 5,410,651 5,491,549
・ 介護予防サービス等諸費（介護予防サービス給付等） 136,913 144,223
・ 高額介護サービス等費（高額介護・介護予防サービス給付） 138,343 135,663
・ 高額医療合算介護サービス等費 13,942 18,382

高額医療合算介護、介護予防サービス費

・ 特定入所者介護サービス等費 130,124 115,402
・ 特別給付費（訪問理美容サービス費） 117 135
・ その他諸費（国保連合会審査支払手数料） 7,043 6,949

3 介護予防・生活支援サービス事業

・ 介護予防・生活支援サービス事業 225,744 225,744
・ 介護予防ケアマネジメント事業 22,080 22,080

4 一般介護予防事業

区　　　　　　　　分
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R6予算額 R5予算額

千円 千円

区　　　　　　　　分

・ 一般介護予防事業 5,934 15,242
5 包括的支援・任意事業

・ 地域包括支援センター事業 70,192 70,192
・ 睡眠サポートを通じた相談窓口事業 264 968
・ 在宅高齢者を対象とした支援事業 15,261 12,478
・ 認知症対策推進事業【拡充】 1,640 1,281
・ 在宅医療・介護連携推進事業 674 674
・ 生活支援体制整備事業 24,260 25,324

　

　［　後期高齢者医療特別会計　］

○ 後期高齢者医療

被保険者  　　　　　　9,744人

後期高齢者医療広域連合納付金 1,040,086 909,636
・ 奈良県後期高齢者医療広域連合に対する負担分

　［　土地区画整理事業特別会計　］　　

1 土地区画整理事業

・ 山の辺第一工区土地区画整理事業 13,530 29,447
換地計画、事業計画・実施計画変更業務等委託費

2 公債費

・ 長期債元金償還金 51,050 51,257
・ 長期債利子償還金 1,140 1,459

- 25 -



　１６．　公 営 企 業 会 計 の 概 要

［　水道事業会計　］

・
・ 将来の安定給水に必要な施設整備事業を継続して行う。
・ 財源確保のため国庫補助金制度を活用し、重要給水施設配水管改良工事を推進する。

・ 重要給水施設配水管の更新
・ 老朽管の更新及び耐震化の推進
・
・ 配水施設等更新工事の推進

給　 水　 戸　 数 25,000 戸 24,950 戸 50 戸

年間総有収水量 6,942,867 ㎥ 7,083,292 ㎥ △ 140,425 ㎥

　家庭用 5,127,933 ㎥ 5,237,431 ㎥ △ 109,498 ㎥

　業務営業用 1,592,994 ㎥ 1,593,911 ㎥ △ 917 ㎥

　工場用 203,690 ㎥ 233,700 ㎥ △ 30,010 ㎥

　その他 18,250 ㎥ 18,250 ㎥ 0 ㎥

一日平均有収水量 19,022 ㎥ 19,406 ㎥ △ 384 ㎥

主要な建設改良事業

　 配水管整備事業等 1,130,980 千円 797,955 千円 333,025 千円

3,543 千円
・ 水道施設コンデンサ更新工事

36,340 千円
・ 豊井浄水場地下電気室等制御盤内機器更新　他

323,534 千円
・

119,892 千円
・

522,194 千円
・ 重要給水施設配水管改良工事　勾田町
・ 重要給水施設配水管改良工事　檜垣町･遠田町
・ φ150㎜配水管改良工事　前栽町･杉本町
・ φ250㎜配水管改良工事　福知堂町
・ φ300㎜配水管改良工事　布留町･内馬場町
・ φ150～100㎜配水管改良工事　川原城町

鉛製給水管の布設替工事の推進

１　予算編成にあたって

厳しい財政状況が続く中、経費削減を図り黒字予算とした。

２　重点項目

（３）

（１）

（２）

３　業務の予定量（第２条）

Ｒ６年度 Ｒ５年度 比　　　較

（４）

豊井浄水場中央監視装置更新工事（２年目/２カ年）

配水管改良工事費

送水施設費
東部送水第１～３ポンプ場送水ポンプ等更新工事（２年目/２カ年）　　他

導水施設費

配水施設費

４　施工予定の主な建設工事

浄水施設費
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５
Ｒ６年度 Ｒ５年度 比較

1,908,172 1,924,792 △ 16,620
1,778,043 1,812,462 △ 34,419
1,767,353 1,802,605 △ 35,252

7,987 7,197 790
2,703 2,660 43

130,128 112,329 17,799
543 778 △ 235

1,947 2,512 △ 565
107,089 108,008 △ 919

865 1,031 △ 166
19,684 0 19,684

1 1 0
1 1 0

Ｒ６年度 Ｒ５年度 比較
1,754,499 1,751,221 3,278
1,739,095 1,712,088 27,007

770,533 784,975 △ 14,442
170,443 193,113 △ 22,670

6,946 6,259 687
203,087 170,413 32,674
539,122 535,507 3,615
48,959 21,816 27,143

5 5 0
14,104 37,833 △ 23,729
13,801 21,522 △ 7,721

303 303 0
0 16,008 △ 16,008

300 300 0
300 300 0

1,000 1,000 0

６
Ｒ６年度 Ｒ５年度 比較

455,321 438,986 16,335
62,534 36,179 26,355
53,361 48,372 4,989
39,426 54,435 △ 15,009

他会計補助金 14,843 14,448 395
国庫補助金 24,583 39,987 △ 15,404

300,000 300,000 0
Ｒ６年度 Ｒ５年度 比較

1,386,350 1,115,759 270,591
1,183,910 844,086 339,824
1,147,281 805,384 341,897

36,629 38,702 △ 2,073
201,383 269,292 △ 67,909

1,057 2,381 △ 1,324

（項）分担金

支　　　　出
（款）水道事業資本的支出

固定資産費

（項）予備費

資本的収入及び支出（第４条）                                 　　　　                        　 （千円）
収　　　　入

（款）水道事業資本的収入
（項）負担金

職員給与費

（項）建設改良費

（項）補助金

（項）投資償還金

（項）企業債償還金
（項）補助金返還金

（項）特別損失
過年度損益修正損

その他営業収益
（項）営業外収益

受取利息
他会計補助金
長期前受金戻入
雑収益

（項）特別利益
過年度損益修正益

（款）水道事業費用
支　　　　出

（項）営業費用
原水及び浄水費

消費税及び地方消費税還付金

消費税及び地方消費税

その他営業費用

雑支出

受託工事収益

収益的収入及び支出（第３条）                      　　　　                                       （千円）
収　　　　入

（款）水道事業収益
（項）営業収益

給水収益

減価償却費
資産減耗費

（項）営業外費用
支払利息

配水及び給水費
受託工事費
総係費
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・ 厳しい財政状況が続く中、経費削減及び一般会計繰入金により黒字予算とした。

・

・ ストックマネジメント計画に基づく管路施設改築更新工事

・ 嘉幡雨水ポンプ場更新工事

・ 天理市流域関連公共下水道事業計画の変更

・ 下水道事業経営戦略の見直し

排水戸数 22,260 戸 22,190 戸 70 戸

年間総排水量 7,122,793 ㎥ 7,219,155 ㎥ △ 96,362 ㎥

　一般排水 6,374,688 ㎥ 6,433,597 ㎥ △ 58,909 ㎥

　中間排水 139,577 ㎥ 167,252 ㎥ △ 27,675 ㎥

　特定排水 601,716 ㎥ 612,868 ㎥ △ 11,152 ㎥

　し尿処理水 6,812 ㎥ 5,438 ㎥ 1,374 ㎥

主要な建設改良事業

　 管渠整備事業等 382,682 千円 170,391 千円 212,291 千円

公共下水道整備費 39,336 千円

・ 汚水管布設工事　櫟本町　他

公共下水道長寿命化整備費 72,160 千円

・

農業集落排水施設整備費 7,700 千円

・

嘉幡雨水ポンプ場整備費 250,000 千円

・ 嘉幡雨水ポンプ場機械・電気設備再構築工事

ストマネ計画　管路施設改築更新及び修繕工事　田井庄町外

福住地区処理場　中継ポンプ等更新工事

４　施工予定の主な建設工事

（２）

（３）

（１）

Ｒ６年度 Ｒ５年度 比　　　較

［　下水道事業会計　］

１　予算編成にあたって

下水道ストックマネジメント計画に基づく計画的かつ効率的な改築更新工事を行う。

２　重点項目

３　業務の予定量（第２条）
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５
Ｒ６年度 Ｒ５年度 比較

2,686,940 2,723,395 △ 36,455
1,200,999 1,215,636 △ 14,637
1,156,199 1,175,537 △ 19,338

44,699 39,998 4,701
101 101 0

1,485,940 1,507,758 △ 21,818
10 10 0

1,069,505 1,089,020 △ 19,515
1,333 1,896 △ 563

414,570 416,142 △ 1,572
522 690 △ 168

1 1 0
1 1 0

Ｒ６年度 Ｒ５年度 比較
2,288,228 2,288,633 △ 405
2,096,335 2,055,689 40,646

114,155 87,677 26,478
32,201 26,996 5,205
19,439 7,862 11,577

522,881 523,639 △ 758
54,605 47,632 6,973
98,644 112,896 △ 14,252

1,231,777 1,238,371 △ 6,594
22,633 10,616 12,017

190,743 231,794 △ 41,051
168,475 195,472 △ 26,997
22,268 36,322 △ 14,054

150 150 0
150 150 0

1,000 1,000 0

6
Ｒ６年度 Ｒ５年度 比較

507,169 298,925 208,244
197,200 88,500 108,700

1,222 1,222 0
1,222 1,222 0

298,287 198,433 99,854
166,447 171,633 △ 5,186
126,840 21,800 105,040

5,000 5,000 0
460 770 △ 310

10,000 10,000 0
Ｒ６年度 Ｒ５年度 比較

1,670,553 1,532,357 138,196
494,801 274,711 220,090
39,336 25,300 14,036
81,290 75,035 6,255
3,619 3,850 △ 231
8,437 15,070 △ 6,633

250,000 51,136 198,864
70,493 66,711 3,782
30,614 29,968 646
9,996 7,040 2,956

建設利息 1,016 601 415
10,000 10,000 0

1,165,292 1,246,876 △ 81,584
460 770 △ 310（項）その他資本的支出

（項）企業債償還金

（項）建設改良費
公共下水道整備費
公共下水道長寿命化整備費
特定環境保全公共下水道整備費

農業集落排水施設整備費

流域下水道建設負担金
職員給与費
固定資産購入費

（項）長期貸付金

雨水ポンプ場整備費

（款）下水道事業資本的支出

（款）下水道事業資本的収入
（項）企業債

（項）長期貸付金回収金
（項）その他資本的収入

支　　　　出

県補助金

（項）負担金
受益者負担金

（項）補助金
他会計補助金
国庫補助金

（項）特別損失
過年度損益修正損

（項）予備費

資本的収入及び支出（第４条）                                 　　　　                        　 （千円）
収　　　　入

消費税及び地方消費税

管渠費
農業集落排水施設維持費
雨水ポンプ場費
流域下水道維持管理負担金
業務費
総係費
減価償却費
資産減耗費

（項）営業外費用
支払利息

（項）営業費用

その他営業収益
（項）営業外収益

受取利息
他会計補助金
県補助金
長期前受金戻入
雑収益

（項）特別利益
過年度損益修正益

支　　　　出
（款）下水道事業費用

他会計負担金

収益的収入及び支出（第３条）                      　　　　                                       （千円）
収　　　　入

（款）下水道事業収益
（項）営業収益

下水道使用料
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[　デジタル実装タイプ　]

担当：総合政策課

主な経費
・「チョイソコてんり」運行事業負担金 66,765千円

財源
・市（市税など） 52,031千円
・国 14,734千円 ２・１・１３　交通安全対策費

AIデマンド交通サービス「チョイソコてんり」の導入・推進【新規】 　　　　　　66,765千円

　高齢化が進み、免許返納者が増加する中で、高齢者の移動を支援する施策は必要不可欠です。また、安心して免許返納が
できるよう、利便性が高く、きめ細かい公共交通網を確立する必要があります。
　本市における公共交通は、従来から鉄道（ＪＲ西日本旅客鉄道株式会社、近畿日本鉄道株式会社）及び路線バス（奈良交通
株式会社）が整備されていました。これらの交通サービスが行き届いていない公共交通の空白地を補完するような形で、市の施
策としてコミュニティバス「いちょう号」及びデマンド型乗合タクシー「ぎんなん号」を運行してきました。これにより、公共交通の空
白地の約９割をカバーしてきました。
　しかし、現状の公共交通において、コミュニティバスは定時定路線であり、交通弱者や買い物弱者と言われる高齢者にとっ
て、希望の時間に乗車できないだけでなく、往復での利用が難しい、目的地に到着するまで各地点を経由するため乗車時間が
長い、といった課題がありました。また、乗客がいない状態で運行していることが目立ち、社会問題となりつつある運行事業者の
ドライバー不足、エネルギー価格高騰といった課題に鑑みると、運行費用における人件費及び燃料費等のコスト面に関して非
効率であるといった実情がありました。
　これらの課題解決及び利便性向上のため、令和５年７月に奈良トヨタグループと移動支援による地域活性化に関する協定を
締結し、その協定における事業の一環として、同年12月にAI（人工知能）を活用した公共交通「チョイソコてんり」の実証実験を
行いました。実証実験期間中の利用者の意見として、本格導入を望む声が多数となり、令和６年４月から「チョイソコてんり」を本
格運行することが決まりました。
　本事業では、デジタル田園都市国家構想交付金を活用し、AIデマンド交通サービス「チョイソコてんり」を導入、推進していき
ます。

〇事業概要
　「チョイソコてんり」は、本市の住民の方々の外出を支援する新しい移動手段です。AIを活用した予約・配車等を可能とする
「AIデマンド交通サービス」の導入により、利用者の要望に応じて最適な経路を計算し、住民の方々が利用しやすい、持続可能
な交通手段を構築します。

〇実装サービス
　事前に会員登録された利用者から予約専用ダイヤルへ電話をして乗降場所及び希望時間等を伝えてもらい、コールセンター
では受付した情報をもとに、AIを活用して最適な乗り合わせと経路等を計算します。利用者へは配車等の詳細を案内するととも
に、ドライバーへは乗車依頼情報を提供し、AIが算出した経路が運行車両内のタブレットに表示されるので、ドライバーはそれ
に従って利用者を送迎します。なお、運行については、利用者定員8名の車両２台、利用者定員10名の車両１台及び利用者定
員5名の車両１台の計４台で運行します。
　また、エリアスポンサー（地域企業等）からの協賛を得ることで採算性の向上や高齢者の健康増進につながる外出を促進しま
す。

17.主なデジタル田園都市国家構想交付金事業

チョイソコてんり運行車 事業概要
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窓口証明書発行業務におけるコン
ビニ交付サービス活用事業【新規】

6,870千円 ごみ持込予約システム導入事業
【新規】

12,378千円

担当：市民課 担当：環境業務課

主な経費 主な経費

・コンビニ交付対応キオスク端末 4,147千円 ごみ持込予約システム導入事業委託料 12,155千円
　導入費 ・印刷費 141千円
・キオスク対応キャッシュレス端末 36千円 ・手数料 82千円
　購入費
・機器使用料 2,687千円

財源 財源
・市（市税など） 3,436千円 ・市（市税など） 5,065千円
・国 3,434千円 ・国 6,187千円

・その他 1,126千円

２・３・１　戸籍住民基本台帳費 ４・２・３　広域塵芥処理費

みんなの学校プロジェクト推進に向
けたセキュリティ向上事業【新規】

18,810千円

担当：教育総務課

主な経費
・消耗品費 3,465千円
・校用備品費 15,345千円

財源
・市（市税など） 10,269千円
・国 8,541千円

１０・２・１　学校管理費

　市民課前に設置している証明書自動交付機（キオ
スク端末）について、スマートフォン用電子証明書・
キャッシュレス決済・多言語対応といった新機能を活
用し、より幅広い方にお使いいただけるよう刷新を図
ります。
　また、証明書発行業務を機械が担う事で、職員が
本来すべき相談業務へと注力させ、今後、より幅広
い層がデジタルの恩恵を受けることが出来る窓口の
構築へと繋げます。

　令和７年５月１日よりごみ処理業務が山辺・県北西
部広域環境衛生組合へ移行するにあたり、新施設
周辺道路の混雑を防止し、市民の利便性を向上す
るため、ごみの持込については事前予約制を採用
します。
　事前予約開始に備えて電話・インターネットからの
予約が可能なごみ持込予約システムを導入するとと
もに、事前予約制を周知するためのチラシの作製、
配布を行います。

　児童生徒の減少が進む中、天理市においては、早
計に小学校の統廃合を進めるのではなく、学校と地
域が連携して学校教育と社会教育を融合し、学校を
地域社会の学びと支えあいの拠点と位置づけた「み
んなの学校プロジェクト」を進めていきます。
　プロジェクト推進に伴い、児童の安全を確保すべ
く、セキュリティ向上を図るため小学校にカード式電
気錠を設置します。
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[　地方創生推進タイプ　]

14,300千円

担当：農林課、産業振興課

主な経費
・農業人材育成委託料 4,000千円
・拠点運営委託料 3,300千円
・観光人材育成委託料 7,000千円

財源
市（市税など） 7,150千円 ６・１・３　農林費
国 7,150千円 ７・１・３　観光費

産・官・学連携人材育成事業【新規】

　天理駅前を観光・農業振興に向けた人材育成の拠点とするため、天理大学と同大学が連携協定を結ぶ（株）モ
ンベルと連携し、「学び」「実践」「ビジネス展開」を切れ目なく行うことができる人材育成のプラットフォームを作りま
す。
　天理駅南団体待合所においては、これまでの市民交流の場としての機能を維持しつつ天理大学サテライトキャン
パスを設置し、観光・農業に関する科目を新設し講義を行います。また、リカレント教育として一般市民を受け入
れ、学生とともに科目履修制度を利用し、単位取得も可能となる予定です。新設科目は授業だけでなく、観光案内
所や、天理駅前広場において天理大学・（株）モンベル共同体が事業展開するアウトドアショップ・カフェ等でイン
ターンシップを実施することで、観光案内や飲食店経営等を実践的に学べる人材育成プログラムとなっています。
　人材育成プログラム履修生が地域とともに天理市の新たな魅力の発掘・発信や、新商品開発・販路拡大を行い、
観光と農業が一体となった新たなコンテンツを創出していくことで、将来に渡って持続可能な観光・農業振興を目
指します。

「実践」の場

天理大学サテライトキャンパス

(講義・講演会、リカレント教育）

観光コンシェルジュ

(学生コンシェルジュ・観光案内・情報発信）

市民交流

天理大学サテライトキャンパス事務室

大学・参考館などのPR・情報発信

「学び」の場

天理大学×モンベル

（アウトドアショップ(用品販売))

カフェ

（地場産品を使ったメニュー提供）

「実践」の場

photo Takumi Ota
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[　総　務　費　]

市制70周年記念事業【新規】 644千円 システム標準化事業【新規】 184,382千円

担当：総合政策課 担当：情報政策課

主な経費 主な経費

・消耗品費 200千円 ・委託料 184,382千円
・印刷製本費 50千円
・市制70周年記念事業業務委託料 394千円

財源 財源
・市（市税など） 644千円 ・市（市税など） 99,504千円

・国 84,878千円

２・１・９　情報処理費
２・１・８　企画費 ２・３・１　戸籍住民基本台帳費

ガバメントクラウド接続事業
【新規】

15,491千円 「生理の貧困」支援事業【新規】 167千円

担当：情報政策課 担当：市民総活躍推進課

主な経費 主な経費
・委託料 9,038千円 ・生理用品購入費 167千円
・通信運搬費 6,453千円

財源 財源
・市（市税など） 15,491千円 ・市（市税など） 167千円

２・１・９　情報処理費 ２・１・１６　女性活躍推進費

１８. 主な新規・拡充事業

　令和６年４月１日に市制施行70周年を迎える節目の
年となることから、本市をPRできる機会として市制70周
年記念事業を実施します。
　４月に、公開生放送番組「NHKのど自慢」を市民会
館で開催します。全国放送の音楽番組の実施により出
場者が自慢の持ち歌を熱唱し、応援者、観覧者と一緒
に大いに盛り上がるとともに、本市を全国にPRしていき
ます。
　また、令和６年５月には「市制70周年記念式典」を天
理市PR大使の辻本美博氏と市内中学生がともに作り
上げるステージ「CoFuFun FES.～未来ステージ～」と
同時に開催します。

　「地方公共団体情報システム標準化基本方針」に基づ
き、令和7年度末までに、各自治体は住民情報システム
標準化の対象となる20業務について、ガバメントクラウド
を活用した標準準拠システムへの移行を行う必要があり
ます。
　本市においては、17業務について令和6年11月の移行
を目指し、新システムへのデータ移行や運用見直し等の
作業を進めていきます。
※3業務については、令和7年度中に移行します。

　ガバメントクラウドは、政府共通のクラウドサービスの
利用環境で、最新のクラウド技術を最大限に活用して
提供されます。また、今後政府主導のサービスの提供
も予定されています。
　本市は、住民情報システムの標準化移行にあたり、
ガバメントクラウドを利用することから、接続に向けて回
線等を調達します。クラウドの最新技術を活用すること
で、クラウドサービスが提供する高いセキュリティと可用
性を利用することができます。また、システムの規模の
変化にも柔軟に対応できるようになります。

　物価高騰の影響で、経済的な理由により生理用品を購
入するこが難しい「生理の貧困」と呼ばれる問題が指摘さ
れています。
　天理市でも、女性の日頃の不安を少しでも解消してもら
うことを目的として、小中学校及び市所管の施設におい
て無償で提供できるよう、生理用品を配置します。

- 33 -



『CoFuFun FES.～未来ステージ
～』【新規】

1,400千円 子どもの居場所支援事業
【新規】

10,210千円

担当：文化スポーツ振興課 担当：こども支援課

主な経費 主な経費

・印刷製本費 150千円 ・負担金補助及び交付金 10,210千円
・CoFuFun FES.開催事業補助金 1,250千円

財源 財源
・市（市税など） 400千円 ・市（市税など） 3,404千円
・企業版ふるさと天理応援寄附金 1,000千円 ・国 3,403千円

・県 3,403千円

２・１・１８　文化振興費 ３・２・１　児童福祉総務費

第3期天理市子ども・子育て支
援事業計画策定事業【新規】

3,916千円 こども家庭センター設置事業
【新規】

401千円

担当：こども支援課 担当：こども支援課

主な経費 主な経費
・委託費 3,916千円 ・役務費 15千円

・需用費 254千円
・委託料 132千円

財源 財源
・市（市税など） 3,916千円 市（市税など） 401千円

３・２・１　児童福祉総務費 ３・２・１　児童福祉総務費

　天理市PR大使 辻本美博氏の“これから羽ばたこう
とする人たちが挑戦できる、輝けるステージを一緒に
つくりたい”との思いから、辻本氏プロデュースのもと
『 CoFuFun FES. ～未来ステージ～』を天理駅前コフ
フンで開催します。
　令和６年度は、天理市が市政70周年を迎え、世代
を超えて音楽で交流が図れる街づくりを目指し、 未
来の音楽家育成のため、 市内中学生の部活動の楽
器支援も行います。

　こども家庭庁では、養育環境等に課題を抱える、
家庭や学校に居場所のない児童に対して、児童の
居場所となる場を開設する「子どもの居場所支援」
が推奨されました。
　本市では、旧天理市御経野老人憩の家の建物及
び土地を利活用して、児童に安心して過ごすことが
できる居場所となる場を提供する「子どもの居場所
づくり」を民間の力を借りて行います。
　地域の方々と共に児童が参加することで、行政と
地域、民間が協力し合い児童の健全育成に取り組
みます。

　子ども・子育て支援事業計画は子ども・子育て支援
法第61条に規定する計画であり、「第２期天理市子ど
も・子育て支援事業計画」が令和６年度末で終期を
むかえるため、令和７年度から令和11年度までを期
間とする「第３期子ども・子育て支援事業計画」を策
定します。
　就学前児童の保護者と小学生の保護者を対象にア
ンケートを実施して、各事業等のニーズを調べて計
画内容と各事業の需要量と確保方策を作成し、安心
して子育てができる環境づくりに努めます。

　改正児童福祉法により、母子保健と児童福祉の機
能を維持した上で組織を見直し、一体的に相談支
援を行う機能を有する「こども家庭センター」の設置
に努めることとされました。このため、「こども家庭セ
ンター」の運営を「はぐ～る」の機能を拡充する形で
行います。
　これにより、妊娠届から妊産婦支援、子育てやこど
もに関する相談を受けて支援を要するこども・妊産
婦等へのサポートプランを作成するなど、相談支援
体制の強化を図ります。
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[　民　生　費　]

児童手当の支給【拡充】 1,226,800千円 子ども医療費助成事業【拡充】 182,499千円

担当：こども支援課 担当：保険医療課

主な経費 主な経費

・扶助費 1,226,800千円 ・子ども医療費 182,499千円

財源 財源
市（市税など） 154,645千円 ・市（市税など） 95,697千円
国 917,511千円 ・県 86,802千円
県 154,644千円

３・２・１　児童福祉総務費 ３・２・１　児童福祉総務費

民間保育所運営費補助金
【拡充】

113,014千円 放課後児童健全育成事業の充実
【拡充】

166,944千円

担当：こども未来課 担当：まなび推進課

主な経費 主な経費
・民間保育所運営費補助金 113,014千円 ・学童保育所指定管理料 158,039千円

・放課後児童健全育成事業補助金 4,772千円
・借地料 2,962千円
・修繕料 500千円
・その他必要経費 671千円

財源 財源
・市（市税など） 49,878千円 ・市（市税など） 57,054千円
・国 15,188千円 ・国 55,420千円
・県 47,948千円 ・県 54,270千円

・その他 200千円

３・２・１　児童福祉総務費 ３・２・１　児童福祉総務費

（うち保育所従事職員給与改善費
36,780千円）

　家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次
代の社会を担う児童の健やかな成長に資することを目
的に、「こども未来戦略」（令和５年12月22日閣議決定）
において、児童手当の、①所得制限の撤廃、②高校生
年代までの支援期間の延長、③多子加算について第
３子以降３万円、とする抜本的拡充が決定されました。
　これら、抜本的拡充のための所要の法改正をうけて、
令和６年10月分から実施します。その際、支払回数を
年３回から年６回に変更し、拡充後の初回支給を令和
６年12月から開始します。

　近年、学童保育所を利用する児童数が増えてきていま
す。中でも児童数の増加が顕著に表れている山の辺学童
保育所において、これまで１つしかなかった支援を２つに増
やし、より充実した受入体制を整えます。また、昨今の移住
者の増加等で学童保育所のニーズが高まってきた福住校
区においても、福住小中学校の図書室を整備することによ
り、福住学童保育所を新設します。

　　現在、高校生世代までを対象に子ども医療費助成を実
施し、子どもの健康の保持及び福祉の増進を図っていま
す。
　その一環として、これまで未就学児のみを対象としていた
現物給付を、令和６年８月より高校生世代まで拡大します。
これにより、医療機関で一部負担金のみを支払うだけで受
診できるようになります。
　さらに未就学児については一部負担金の無償化を実施
し、子育て世帯の経済的負担の軽減を図ってまいります。
※ひとり親家庭等医療費助成、心身障害者医療費助成に
ついても同様の拡充を行います。

　本市では、私立認可保育施設に対して、常勤職員１
人に対して１カ月3,500円を補助し、保育所等で働く職
員の処遇の改善及び離職の防止に努めてきました。
　令和６年度より、奈良県保育士処遇改善事業として、
常勤保育士に対し補助金（上限20,000円、補助率
1/2）が創設されるに伴い、本市も保育士への補助を１
カ月20,000円に増額します。
　なお、保育士以外の職員については、今までと同
様、１カ月3,500円を引き続き補助していきます。
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保育料第２子無償化事業
【新規】

39,648千円 産後ケア事業【拡充】 4,343千円

担当：こども未来課 担当：健康推進課

主な経費 主な経費

・施設型給付費 8,163千円 ・産後ケア事業委託料 4,343千円
・地域型給付費 1,964千円
・【歳入減】特定教育・保育施設
入所者負担金

29,521千円

財源
・市（市税など） 2,172千円

財源 ・国 2,171千円
市（市税など） 39,648千円

１３・２・１　民生費負担金

３・２・２　児童措置費 ３・２・６　母子保健事業費

[　衛　生　費　]

産前・産後サポート事業
【拡充】

819千円 アピアランスケア支援事業
【新規】

200千円

担当：健康推進課 担当：健康推進課

主な経費 主な経費
・産前産後サポーター報償費 380千円 ・アピアランスケア助成費 200千円
・消耗品費 39千円

・ドゥーラ養成研修負担金 400千円

財源 財源
・市（市税など） 610千円 ・市（市税など） 100千円
・国 209千円 ・県 100千円

３・２・６　母子保健事業費 ４・１・３　保健衛生費

　令和５年２月より出産・子育て応援交付金事業が開
始となり、伴走型相談支援としての出産後早期のこ
んにちは赤ちゃん訪問や育児家事支援を行うドゥー
ラ訪問等、産前産後の母子支援の需要がますます
高くなっています。
　これらのことから、ドゥーラ協会の養成講座を受講し
た費用の一部助成を行い、市で養成した現在の２名
のドゥーラに加え、令和６年度新たにドゥーラを養成
し産前・産後サポート事業を充実させていきます。

　２人に１人ががんにかかると言われる中、がん医療
の進歩により治療を継続しながら社会生活を送るが
ん患者が増加しています。がん治療によって起こる
脱毛や乳房切除などの外見の変化による心理的負
担のため他者とのかかわりを避けたり自分らしく生き
られないなどの悩みを軽減し、社会参加を促進する
ための支援を行います。
　そのため、がん患者に対して医療用ウイッグや補
正具等の購入費の一部を助成します。

　本市では、国の多子軽減基準に準じ、０歳児から２
歳児までの第２子目の保育料について、半額として
います。
　今後は、さらなる少子化対策及び子育て政策の推
進の観点から、市独自の施策として、２人以上の子ど
もが保育所等に同時に入所している場合の第２子目
の保育料を無償とします。

　退院直後の母子に対して心身のケアやきめ細か
い育児のサポート等を行い、誰もが安心して子育て
ができるよう支援を行っていきます。具体的には、
ショートステイ（宿泊型）とデイサービス（日中のみの
来所）が選択でき病院や助産院で授乳の相談や赤
ちゃんの沐浴、食事の提供が実施され、メンタル面
のサポートも含め休養が得られるようサービスを行っ
ています。
　また、対象となる方を生後３か月未満の子と母から
生後12か月未満に拡大しています。
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[　農　林　費　]

循環型社会形成推進地域計画
変更事業【新規】

7,788千円 有機栽培支援事業【拡充】 8,000千円

担当：環境業務課 担当：総合政策課

主な経費 主な経費

・委託費 7,788千円 ・有機農業推進事業委託料 6,670千円
・資材購入費 730千円
・有機農業産地づくり推進検討会報償費 176千円
・消耗品費 218千円
・商談会に係る経費 206千円

財源 財源
・市（市税など） 7,788千円 ・県 8,000千円

４・２・１　塵芥処理費 ６・１・３　農業振興費

[　教　育　費　]

子育て応援・相談センター～ほっと
ステーション～運営事業【新規】

14,407千円 グローバル人材育成事業【新規】 5,000千円

担当：教育総務課 担当：まなび推進課

主な経費 主な経費
・人件費 13,666千円 ・報償費 420千円
・費用弁償費 341千円 ・旅費 3,130千円
・消耗品費 100千円 ・需用費 350千円
・通信運搬費 300千円 ・役務費 270千円

・使用料及び賃借料 830千円

財源 財源
・市 10,407千円 ・その他(ふるさと応援基金繰入金) 5,000千円
・国 4,000千円
(行政による学校問題解決のため
の支援体制の構築に向けたモデ

１０・１・２　事務局費 １０・１・２　事務局費

　令和７年５月１日よりごみ処理業務が山辺・県北西
部広域環境衛生組合へ移行するにあたり、現クリーン
センターの焼却施設及び粗大・リサイクル施設が不要
になります。循環型社会形成推進交付金を活用して
不要になった施設を廃止し、解体するため、循環型
社会形成推進地域計画の変更を行います。

　肥料価格の高騰やエネルギー価格の上昇など、農
業を取り巻く社会的な状況が大きく変化する中、持続
的で環境にやさしい農業を続けていける仕組みづくり
が求められています。天理市では高原地区（長滝町・
福住町・山田町）をモデル地区として、オーガニックの
お茶の生産・加工に取り組み、昨年度「里山三年晩
茶」の生産、（株）良品計画での販売を行いました。
　また、お茶に合わせる野菜やハーブに加え、主要産
業である稲作の有機栽培を目指し、地域で出る落ち
葉や草木、農業残渣などの地域の有機資源を堆肥と
して有効に活用し、環境に配慮した持続性の高い農
業に取り組むことを推進します。

　教員・保育士等の働き方改革として、4月より保護者
からの子育てや教育に対する悩み相談や要望などを
一元的に対応する「子育て応援・相談センター～ほっ
とステーション～」を開設します。これにより、本来の
「子どもに向きあう事」に教員が集中できる環境をつく
り、本市の教育及び保育の質の向上につなげていく
事を目指します。

　姉妹都市の提携を締結している瑞山市と、2023年7
月にグローバル人材育成のための国際交流事業業
務協約を締結しました。互いの中学生が交流すること
で国際感覚豊かな人材を育成することを目指します。
　天理市の各中学校の代表者を使節団として派遣
し、瑞山市の中学生との交流事業を実施します。学ん
だことを市民の方へ発信し、国際理解を深めることを
目的とし、国際平和に貢献できる学びにもつなげてい
くことを考えています。
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[介護保険特別会計]

子ども・子育て支援補助金（私立
幼稚園での一時預かりに対する
補助）【新規】

2,794千円 認知症対策推進事業【拡充】 1,640千円

担当：こども未来課 担当：福祉政策課

主な経費 主な経費

・子ども・子育て支援補助金 2,794千円 ・報償費 325千円
・需用費 275千円
・委託料 964千円
・研修会等負担金 76千円

財源 財源
・市（市税など） 932千円 ・市（市税など） 316千円
・国 931千円 ・国 631千円
・県 931千円 ・県 316千円

・その他 377千円

１０・４・１　幼稚園費 ４・３・２　認知症対策費

　幼稚園が実施している園児を一時的に預かる事業
（一時預かり事業）は、保護者の社会参加等により年々
利用者数が増加傾向で、子育て支援として必要不可欠
なものとなっています。
　私立幼稚園の一時預かり事業にかかる諸経費を賄
い、一時預かりの環境を整える等、事業の充実を図るこ
とで、保護者の保育ニーズに安定的に応えることができ
るよう、支援するものです。

　認知症基本法成立に伴い、認知症施策への取組
み体制の強化および事業計画の構築が必要となりま
す。認知症の当事者や家族の意見を取り入れる機会
を増やし、幸齢社会の実現をめざします。
　また、認知症への理解促進や早期発見・早期対応
に向けた体制を強化するため、啓発イベントや相談
会など、認知症に関する正しい知識と理解を深める
ための認知症施策を推進します。
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[　民　生　費　] [　衛　生　費　]

（仮称）櫟本北こども園建設事業 830,396千円 新クリーンセンター施設建設負
担金

5,990,560千円

担当：こども未来課 担当：環境業務課

財源 財源
市（市税など） 70,746千円 市（市税など） 255,160千円
国・県 550千円 市債 5,635,400千円
市債 758,100千円 その他(公共施設整備基金繰入金) 100,000千円
その他（ふるさと応援基金繰入金） 1,000千円

３・２・７　認定こども園費 ４・２・３　広域塵芥処理費

[　消　防　費　]

（仮称）天理市清掃管理事務所
等建設工事

570,575千円 トイレトレーラー導入事業
【新規】

27,962千円

担当：環境業務課 担当：防災安全課

財源 財源
市（市税など） 56,143千円 市（市税など） 62千円
市債 507,900千円 市債 27,900千円
その他(受託収入) 6,532千円

４・２・３　広域塵芥処理費 ９・１・２　災害対策費

19． 主な建設事業

　北保育所は、建設後50年が経過しており、老朽化が
著しいため園舎の建替が必要となっています。
本市でも進む少子化の中で、効率的な施設運営と多く
のこどもたちの受け入れの両立を図るため、北保育所と
櫟本幼稚園を統合したこども園として新園舎の建設をし
ています。
令和６年度中に工事完了し、令和７年４月の開園を予定
しています。
（令和５・６年度　事業費総額：1,028,696千円）

　奈良県下10市町村で構成される山辺・県北西部広
域環境衛生組合において、令和3年度から令和７年度
にかけてごみ焼却施設（エネルギー回収型廃棄物処
理施設）及び粗大・リサイクル施設（マテリアルリサイク
ル推進施設）の建設を進めています。
　本負担金は、建設にかかる令和６年度天理市負担
分について支払いを行うものです。

　天理市環境クリーンセンター業務のうち、ごみの焼却
及びリサイクル処理等については山辺・県北西部広域
環境衛生組合に業務を移管しますが、ごみの収集作業
及び受入れ検査は市の業務として残ります。
　これら市の業務を行う（仮称）天理市清掃管理事務
所、パッカー車等の車庫、収集作業員の詰所等を新設
するため建設工事を行います。
（令和５～６年度　事業費総額：967,865千円）

　災害時における避難所や被災地では、水道施設や
下水処理施設が損傷し、トイレが利用できなくなり、ま
た、人口密度が高く、被災者全員の需要を満たせな
い状況が想定されます。　本事業を実施することで、
災害時に利用可能なトイレを増やし、衛生状況を改善
します。
　トイレトレーラーは移動可能であり、即座に展開でき
るため、被災者のニーズに素早く対応することが可能
です。　使いやすい設計の複数のユニットを備えたタ
イプを選定することで、被災地における生活環境の改
善が期待できます。
　今後、運用する上で、専用のスタッフや設備を準備
し、地域社会・自治会との連携を強化、災害時の支援
体制の充実を図ります。
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 ２０．　重点施策 （５項目）　【再掲（主な事業）】

R6予算額
千円

・ 認定こども園施設整備事業 830,396
・ 小学校整備事業 13,981
・ 中学校整備事業 34,056
・ 子どもの居場所支援事業【新規】 10,210
・ 私立保育所等運営費助成 113,014
・ 子育て支援事業 6,489
・.放課後児童健全育成事業の充実 （学童保育の実施　他） 166,944
・ 児童手当の支給【拡充】 1,226,800
・ 子ども医療費助成【拡充】 182,499
・ 子どものための教育・保育給付事業 1,046,620
・ 子育て応援・相談センター～ほっとステーション～運営事業【新規】 14,407
・ みんなの学校プロジェクト推進に向けたセキュリティ向上事業【新規】 18,810
Ⅱ　誰もが地域で安心して健やかに暮らせる「福祉」の充実
・ 障害者介護・訓練等給付費 1,820,084
・ 義肢、車椅子、補聴器等補装具給付費 22,000
・ 腎臓透析、心臓手術等更生医療給付費 81,690
・ 地域生活支援事業 100,435
・ 心身障害者医療費助成 74,040
・ 地域支え合い事業 1,802
・ 重度心身障害老人等医療費助成 49,020
・ 妊婦一般健康診査費用助成（HTLV・性感染症検査　他） 42,575
・ 予防接種、感染症予防事業の実施 226,845
・ 特定健診、肝炎検診、各種がん検診等の実施及びがん受診率向上対策 39,534
・ 認知症対策推進事業【拡充】 1,640
Ⅲ　市民の命と暮らしを守る「安全・安心」のまちづくりの実現
・ 山辺・県北西部広域環境衛生組合整備負担金 5,990,560
・ （仮称）天理市清掃管理事務所等建設工事 570,575
・ 地域情報共有化システム整備事業【新規】 37,582
・ トイレトレーラー導入事業【新規】 27,962
・ チョイソコてんり運行事業【新規】 66,765
・ 防犯灯LED化事業 16,136
・ 防犯電話購入費補助事業 300
・ 防犯カメラ設置補助 900
・ 宅地耐震化推進事業 13,695
・ Jアラート受信機用CSアンテナ設置・配線事業【新規】 1,595
・ 非常備消防事業 44,878

・ システム標準化事業【新規】 184,382
・ ガバメントクラウド接続事業【新規】 15,491
・ スマート自治体推進事業 19,711
・ 地方創生デジタル専門人材派遣事業 5,600
・ マイナンバーカード交付推進事業 11,454
・ 窓口証明書発行業務におけるコンビニ交付サービス活用事業【新規】 6,870
・ ごみ持ち込み予約システム導入事業【新規】 12,378

・ 大和高原「福住村」プロジェクト負担金事業 9,500
・ 地域通貨活用促進事業 42,708
・ 芸術・文化振興イベントの開催 6,611
・ 天理市スポーツツーリズム推進事業 3,000
・ 有機栽培支援事業【拡充】 8,000
・ 地域経済活性化事業補助金（おてつたび） 1,401
・ 産・官・学連携人材育成事業(農業)【新規】 4,000
・ 産業・農業の振興事業【新規】 3,300
・ 産・官・学連携人材育成事業(観光)【新規】 7,000

区　　　　　　　　分

Ⅰ　地域と共に、一人ひとりの豊かな未来を育む「教育・子育て」の充実

Ⅳ　人口減少社会に適応した持続可能な「行政サービス」の実現

Ⅴ　活力ある地域社会に向けた「賑わい」の創造
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